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研究要旨 

 本研究は、他施設と共同で、難治性疼痛および慢性痛に対する学際的医療の介入効果を多面

的に定量することも目的とした。また、慢性疼痛診療の均てん化を図る目的で慢性疼痛診療ガ

イドラインを作成した。 

 

Ａ．研究目的 
慢性の難治性疼痛に対する学際的医療の有効

性を明らかにするために、当施設痛みセンター

における難治性疼痛および慢性痛に対する学際

的医療の介入効果を多面的に定量することを目

的とした。また、慢性疼痛診療ガイドラインの

作成に参加した。 

 

Ｂ．研究方法 

選択基準：慶應義塾大学病院痛み診療センター

を受診した 10 歳以上の患者 

方法： 

従来の臨床診療で用いられている疼痛、健康関

連の生活の質、心理面、日常生活動作に関する

問診（brief pain inventory :BPI、Pain 

Disability Assessment Scale: PDAS、Hospital 

Anxiety and Depression Scale: HADS、Pain 

Catastrophizing Scale: PCS 、Pain 

Self-Efficacy Questionnaire: PSEQ、

EuroQol-5D：EQ-5D、アテネ不眠尺度、Zarit 介

護負担尺度、医療保険点数、ロコモ25）につい

て、初診時・3か月・6か月後に施行された結果

を解析する。 

本研究は、慶應義塾大学医学部倫理委員会の承

認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

多職種による治療介入（薬物療法・神経ブロ

ック療法・運動療法・マインドフルネス）によ

り、介入前後で身体機能・心理社会的機能の改

善効果は得られた。傾向スコアマッチングによ

る運動療法介入群・非介入群の比較で運動療法

による PDASの有意な改善を得られた。また、脊

椎由来疼痛の限定した多変量解析では、疼痛改

善の予測因子として、神経ブロック治療併用や

短い罹患期間が有意な因子であった。さらに、 

 

破局化・自己効力感の改善と疼痛・機能の改善

は有意な相関が得られた 

 

Ｄ．考察 
無作為化比較試験による非介入群との比較が

できていないものの、難治性慢性痛患者に対し

て早期の多角的な治療介入により、疼痛の改善

が期待できる。 

 

Ｅ．結論 
慢性の難治性疼痛に対して、学際的医療の有

効性が示唆されたが、データの蓄積によるさら

なる解析を要す。また、慢性疼痛診療ガイドラ

インにより本邦の慢性疼痛診療の均てん化が期

待される。 
 
Ｆ．健康危険情報 
総括研究報告書にまとめて記載。 
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